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令 和 ７ 年 ２ 月

令和６年度 介護老人保健施設経営セミナー

地域包括ケアシステムの深化・推進
と介護老人保健施設の今後の展望

公益社団法人全国老人保健施設協会

ROKENくん
会 長 東 憲 太 郎
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令和6年度介護報酬改定
および介護保険制度の動向

ROKENくん
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改定時期 改定にあたっての主な視点 介護報酬改定率
（同時改定時）
診療報酬改定率

平成１５年度改定
（20０３年）

○ 自立支援の観点に立った居宅介護支援（ケアマネジメント）の確立
○ 自立支援を指向する在宅サービスの評価      ○ 施設サービスの質の向上と適正化

▲２．３％

平成１８年度改定
（２００６年）

○ 中重度者への支援強化                      ○ 介護予防、リハビリテーションの推進
○ 地域包括ケア、認知症ケアの確立         ○ サービスの質の向上
○ 医療と介護の機能分担・連携の明確化

▲０．５％［▲２．４％］
※［  ］は平成１７年１０月改定

分を含む。

▲１．３６％
（本体改定率）

平成２１年度改定
（２００９年）

○ 介護従事者の人材確保・処遇改善    ○ 医療との連携や認知症ケアの充実
○ 効率的なサービスの提供や新たなサービスの検証

３．０％

平成２４年度改定
（２０１２年）

○ 在宅サービスの充実と施設の重点化  ○ 自立支援型サービスの強化と重点化
○ 医療と介護の連携・機能分担
○ 介護人材の確保とサービスの質の評価(交付金を報酬に組み込む）

１．２％
１．３７９％

（本体改定率）

平成２７年度改定
（２０１５年）

○ 中重度の要介護者や認知症高齢者への対応の更なる強化
○ 介護人材確保対策の推進（1.2万円相当）
○ サービス評価の適正化と効率的なサービス提供体制の構築

▲２．２７％

平成３０年度改定
（２０１８年）

○ 地域包括ケアシステムの推進
○ 自立支援・重度化防止に資する質の高い介護サービスの実現
○ 多様な人材の確保と生産性の向上
○ 介護サービスの適正化・重点化を通じた制度の安定性・持続可能性の確保

０．５４％
０．５５％

（本体改定率）

令和３年度改定
（２０２１年）

○ 感染症や災害への対応力強化          ○ 地域包括ケアシステムの推進
○ 自立支援・重度化防止の取組の推進   ○ 介護人材の確保・介護現場の革新
○ 制度の安定性・持続可能性の確保

０．７０％
※うち、新型コロナウイルス感染症

に対応するための特例的な評価

０．０５％（令和３年９月末まで）

令和６年度改定
（２０２４年）

○ 地域包括ケアシステムの深化・推進　　○ 自立支援・重度化防止に向けた対応
○ 良質なサービスの効率的な提供に向けた働きやすい職場づくり
○ 制度の安定性・持続可能性の確保　　 〇 介護現場で働く職員の賃上げ

１．５９％
実質２．０４％

０．８８％
（本体改定率）

介護報酬改定の改定率について

介護業界の厳しい経営状況を反映。過去２番目に高い改定率
（同時改定において初めて診療報酬改定率を上回る）
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現 新 差 改定率

要介護1 788 793 5 0.63%

要介護2 836 843 7 0.84%

要介護3 898 908 10 1.11%

要介護4 949 961 12 1.26%

要介護5 1,003 1,012 9 0.90%

要介護1 836 871 35 4.19%

要介護2 910 947 37 4.07%

要介護3 974 1,014 40 4.11%

要介護4 1,030 1,072 42 4.08%

要介護5 1,085 1,125 40 3.69%

要介護1 772 777 5 0.65%

要介護2 820 826 6 0.73%

要介護3 880 889 9 1.02%

要介護4 930 941 11 1.18%

要介護5 982 991 9 0.92%

34 51 17 50.00%

46 51 5 10.87%

介　護　老　人　保　健　施　設

報酬項目

（二）介護保健施設
サービス費（ii）
＜多床室＞
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Ⅰ
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（四）介護保健施設
サービス費（ⅳ）
＜多床室＞

【在宅強化型】

（三）介護保健施設
サービス費（ⅲ）
＜多床室＞

（【基本型】）

在宅復帰・在宅療養支援機能加算（Ⅱ）

在宅復帰・在宅療養支援機能加算（Ⅰ）

老健施設の基本報酬

よりメリハリがついた配分
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超強化型

31.1%

在宅強化型

10.9%

加算型

32.8%

基本型

22.9%

その他型

2.3%

令和６年６月審査分
レセプトデータを基に全老健で推計したもの

約75％が加算型以上



令和６年度介護報酬改定の施行時期（スケジュール）
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令和６年 令和７年 令和８年

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4

支援補助金

処遇改善加算一本化の経過措置

介護報酬改定施行（入所・短期の報酬改定）

居住費（＋６０円）〔基準費用額〕の見直し

多床室の室料負担
療養型･その他型のみ（-26単位）

診療報酬改定施行（通所リハ・訪問リハの報酬改定）

← 介護職員処遇改善支援補助金

← 既存の処遇改善加算の要件緩和

★ 処遇改善の期中改定（予定） →

【一本化】介護職員等処遇改善加算（新加算）

介
護
報
酬
改
定

診
療
報
酬
改
定

※ 新しい施設類型の指標は６カ月間（９月まで）の経過措置
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介護職員の処遇改善

ROKENくん
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介護職員等の処遇改善加算の1本化
令和６年度に2.5％、令和７年度に2.0％のベースアップへつながるよう処遇改善加算の一本化と加算率の引上

令和６年４月 令和６年６月

介護職員処遇改善加算 （Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ）

令和６年２月

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ・Ⅱ）

介護職員等ベースアップ等支援加算

介護職員等
処遇改善加算

（Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ）

※（新加算）

介護職員処遇改善支援補助金（月額6000円相当）

（その他職員へも配分可能）

（2:1:0.5の配分ルール撤廃）

要件緩和（１本化の要件に合わせる）

介護報酬改定 １本化
施行

（１本化）

（変更なし）

【老健施設の加算率の例】

介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 3.9％
介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ） 2.1％
介護職員等ベースアップ等支援加算 0.8％
プラス 介護職員処遇改善支援補助金 0.5％

（２月）

7.3％

（６月以降）

介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）

7.5％（0.2％分プラス）

令和７年３月

１本化の経過措置期間

算定パターンは＋１４通り

１本化の
経過措置終了



10

緊急！「介護現場における物価高騰・賃上げ等の状況調査」結果

１．調査概要（団体、期間、回答数）

（１）調査団体（９団体）
全国老人保健施設協会、全国老人福祉施設協議会、⽇本認知症グループホーム協会、
⽇本慢性期医療協会（介護医療院）、全国介護事業者連盟、高齢者住まい事業者団体連合会、
『民間事業者の質を高める』全国介護事業者協議会、⽇本在宅介護協会、全国社会福祉法人経営者協議会

（２）調査期間
令和６年８月23⽇～9月6⽇

（３）調査回答数
回答数 2,060件（8,761事業所分）（原則：法人単位で回答する場合はサービス毎に分けて回答）

※事業所単位回答1,487事業所、法人単位573（事業所分7,274事業所）
サービス種別 回答数 割合

介護老人福祉施設 738 35.8%

介護医療院 42 2.0%

介護老人保健施設 555 26.9%

認知症対応型共同生活介護 149 7.2%

訪問介護 47 2.3%

（看護）小規模多機能型居宅介護 26 1.3%

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 4 0.2%

通所介護 150 7.3%

特定施設入居者生活介護（養護） 66 3.2%

特定施設入居者生活介護（軽費、ケアハウス） 31 1.5%

特定施設入居者生活介護（サ高住等） 39 1.9%

養護老人ホーム（特定以外） 43 2.1%

軽費老人ホーム、ケアハウス（特定以外） 70 3.4%

その他 100 4.9%

合計 2,060 100%



0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

介護職員等処遇改善加算（新加算）
加算(Ⅱ）

21.1%

加算(Ⅴ）3.1%

加算(Ⅲ）
11.5%

算定なし
2.2%
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２．介護職員等処遇改善加算の取得状況

算定なし

７.２％

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

介護職員処遇改善加算

介護職員等特定処遇改善加算

介護職員等ベースアップ等支援加算

(Ⅱ）16.0%

(Ⅱ）
6.2%

(Ⅲ） 算定なし
1.7%

算定なし
9.7%

加算(Ⅰ）88.8%

3.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

介護職員等処遇改善加算（新加算）

加算(Ⅴ）2.7%

加算(Ⅱ）
15.2%

(Ⅳ）
1.2%

(Ⅲ）
5.8%

算定なし
1.4%

算定あり 92.8%

加算(Ⅰ）74.3%

加算(Ⅰ）73.6%

介護職員等処遇改善加算（新加算）
加算(Ⅱ）

14.4%

加算(Ⅴ）2.7%

(Ⅲ）
5.0%

算定なし
1.3%

加算(Ⅰ）75.5%

(Ⅳ）
1.2%

(Ⅳ）
1.8%

加算(Ⅰ）60.4%

【全体】

【居住施設系】

【在宅系サービス事業所】

（令和６年４月～５月の算定状況）

（令和６年６月以降の新加算の算定状況）

（通所介護・訪問介護・（看護）小規模多機能型居宅介護等）

老健・特養・介護医療院・グループホーム・
特定施設（サ高住等・有料） 等
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３．賃上げ状況
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所定内給与
※

賃上げ額
（平均）

賃上げ率

242,208円 6,098円 2.52％

うちベア分 賃上げ率

3,299円 1.36％

※厚生労働省「令和５年賃金構造基本統計調査」の訪

問介護従事者と介護職員（医療・福祉施設等）の所

定内給与額（※）の加重平均

【正社員（居住施設系）】

（円） （月）

【正社員（老健施設）】
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老健・特養・介護医療院・グループホーム・
特定施設（サ高住等・有料） 等

（月） （月）（円）
（円）

賞与 賞与
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2024年春闘の状況 第7回（最終）結果（2024年7月1⽇付）
（⽇本労働組合連合会：連合公表）

一般企業の賃上げ率 平均5.10％
中小企業の賃上げ率 平均4.45％



（参考）

14
医療・介護・看護業は、業種別の賃上げ率で一番低い（2.19％）という結果も

賃上げ額（加重平均） 賃上げ率（加重平均）

全体 9,662円 3.62%

その他サービス業 11,883円 4.57%

小売業 10,239円 4.01%

情報通信・情報サービス業 10,471円 3.69%

卸売業 10,345円 3.67%

製造業 8,954円 3.40%

宿泊・飲食業 8,407円 3.37%

金融・保険・不動産業 9,805円 3.31%

建設業 9,405円 3.29%

運輸業 5,162円 2.52%

医療・介護・看護業 5,477円 2.19%

その他 10,094円 3.58%

（出典）
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27.5 27.5

28.4
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30.9
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24.0
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30.0

32.0

34.0
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38.0

40.0

42.0

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

職種別平均賃金（役職者除く）（月収換算）

全産業 看護師 介護分野の職員 保育士（女性）

15

月収（万円）

（出典）賃金構造基本統計調査をもとに全老健作成
※「月収」とは、「決まって支給する現金給与額」に、「年間賞与その他特別給与額」の1/12を足した額

6.8万円差

全産業と介護分野の職員の平均賃金は、さらに拡大

6.9万円差
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2024年の倒産は、過去最多の１７２件（前年比40.9％増）
事業を停止した休廃業・解散も最多を更新する６１２件（前年比20.0％増）
上記を合わせて７８４件（前年度比24.0％増）
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緊急！「介護現場における物価高騰・賃上
げ等の状況調査」結果報告 記者会見を開催

10月には最低賃金が過去最大幅で引き上げられることなどを
踏まえ、「とてもじゃないが他産業の賃上げには追いつかな
い。人材流出を防ぐには報酬が足りない」と話した。

令和6年9月19⽇(木)
（調査を実施した介護関係団体で共同記者会見）

先の衆議院議員選挙において
各地域において候補者に配布

秋の経済対策等（物価高騰・処遇改善）は？
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介護関係１２団体で要望書提出
加藤財務大臣 宛
福岡厚生労働大臣 宛
小野寺自民党政調会長 宛
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11/22 令和６年度補正予算閣議決定（12/17 国会可決成立）

806億円 200億円 97.8億円
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予算規模 806億円〔5.4万円（9,000円×6ヶ月分） × 常勤の介護職員数〕

2月7⽇要綱が発出された

介護職員以外にも配分
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介護給付費分科会での直近の議論

介護職員等処遇改善加算の取得要件の緩和
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処遇改善加算の要件緩和

今後のスケジュール

更なる人材確保補助金や
物価高騰対策費を要望
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医療と介護の連携の推進
（含む医療提供機能の強化）

ROKENくん



医療と介護の連携の推進
新型コロナ感染症の経験を踏まえた、在宅医療を担う地域の医療機関等との実効性のある連携体制の構築

介護老人保健施設

・以下の3要件を満たす協力医療機関との連携の義務化

【運営基準】
①入所者の病状が急変した場合等の相談体制
②診療の求めがあった場合の診療体制
③入院を要すると認められた入所者の入院受入体制
※ 協力医療機関との間で1年に1回以上入所者の病状の急変が
生じた場合の対応方針について確認

・介護保険施設等の求めに応じて協力医療機関を担うこ

とが望ましいことを要件化【施設基準】
在宅療養支援病院、在宅療養後方支援病院、在宅療養支援診療所

及び地域包括ケア病棟の施設基準に追加

在宅療養支援病院（1,705病院）、在宅療養後方支援病院（485病院）
在宅療養支援診療所（14,440か所）、地域包括ケア病棟を有する病院
（2,720病院） 【合計19,350か所】

協力医療機関

（1）平時からの連携

(カンファレンス等による入所者の情報の共有等)

【既存の施設基準】
① 24時間連絡を受ける体制の確保
② 24時間の往診体制
③ 24時間の訪問看護体制
④ 緊急時の入院体制
⑤ 連携する医療機関等への情報提供（月1回以上カンファレンス）
⑥ 年に１回、看取り数等を報告
⑦ 適切な意思決定支援に係る指針の作成

●協力医療機関連携加算
●高齢者施設等感染対策向上加算

●協力対象施設入所者入院加算
等の基準として規定

●感染症対策向上加算等の
専従要件の明確化

（2）急変時の電話相談・診療の求め

（3）相談対応・医療提供

●介護保険施設等連携往診加算

・協力医療機関連携加算の新設
協力医療機関との定期的なカンファレンスの実施

・高齢者施設等感染対策向上加算の新設
感染対策向上加算を算定する医療機関等が主催する研修等に参加
実地指導を受けることを評価

（4）入院調整・退所時情報提供加算の新設
入所者が医療機関へ退所した場合に医療機関へ生活支援上の
留意点（認知機能）等の情報を提供 ●退所時情報提供加算

（5）早期退院

●初期加算（Ⅰ）

●協力対象施設入所者入院加算

・早期退院の受入れの努力義務化 【運営基準】
退院が可能となった場合の速やかな受け入れについて努力義務化

・感染症対策向上加算等の専従要件の明確化
介護保険施設等からの求めに応じて行う専門性に基づく助言等
が感染対策向上加算等のチームの専従業務に含まれる（月10時
間以内）

※感染対策向上加算及び外来感染対策向上加算に
第二種協定指定医療機関であることが要件化
（令和6年12月までは経過措置）

緑字：介護報酬／青字：診療報酬

・介護保険施設等連携往診加算の新設
入所者の病状の急変時に、介護保険施設等の協力医療機関であっ
て、平時からの連携体制を構築している医療機関の医師が往診を
行った場合についての評価

・協力対象施設入所者入院加算の新設
入所者の病状の急変時に、介護保険施設等と平時からの連携体制
を構築している保険医療機関の医師が診察を実施した上で、入院
の必要性を判断し、入院をさせた場合の評価

・初期加算（Ⅰ）の創設
医療機関と空床情報の提供（月2回以上）

【往診して入院した場合600点】

【往診した場合200点】
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高齢者施設等感染症対策向上加算（Ⅰ）

老健施設と医療機関との連携

【協力医療機関】 【協定締結医療機関】

【介護老人保健施設】

①急変時、常時相談体制確保
②診療体制の常時確保
③急変時、原則入院体制確保

義務（経過措置3年）

① 3要件満たす場合

② 上記以外

協力医療機関連携加算

定期的な会議（月1回）
（テレビ電話等）

第二種協定指定医療機関
（病院・診療所に限る）

第二種協定指定医療機関等との連携
年1回の研修又は訓練に参加

連携

高齢者施設等感染症対策向上加算（Ⅱ）
３年1回以上実地指導を受ける

新興感染症等施設療養費

①～③を複数の医療機関で満たせば可

（10単位/月）

（5単位/月）（5単位/月）

（R6：100単位/月、R7：50単位/月）

初期加算（Ⅰ）60単位/⽇：空床情報の共有・入院後30⽇以内に退院した方を受入れ

退所時情報提供加算（Ⅱ）250単位/回： 医療機関へ退所する際に診療情報・心身
の状況・生活歴（認知機能等）等を情報提供

かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅰ）イ 140単位/回： かかりつけ医との連携

（240単位/⽇）
新たなパンデミック発生時に
おける施設内療養

イコールの場合

年1回都道府県へ届出

協議の義務化

努力義務

新興感染症発生時の対応

（感染対策向上加算又は外来感染対策向上加算
を届出している医療機関又は地域の医師会が開催）

（感染対策向上加算を届出している医療機関）

協力医療機関との定期的
な会議の中に含まれる

26

併算定可
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老健施設関連における医療機関等との主な連携項目

入
所
関
連

運営基準 協力医療機関の協定締結 入所者の急変時等の対応（相談・診療・入院）

運営基準 協定締結医療機関（第二種協定医療機関）との連携 新興感染症発生時の対応

加算 協力医療機関連携加算 協力医療機関との定期的な会議（月1回）・入所者の情報の共有

加算 高齢者施設等感染症対策向上加算 協定締結医療機関（第二種協定医療機関）との連携（研修・実地指導）

加算 初期加算（Ⅰ） 空床情報の共有をしている医療機関との連携（入院後30⽇以内に退院した方の受入）

加算 退所時情報提供加算（Ⅱ） 医療機関へ退所する際の情報共有（生活歴・認知機能等）

加算 かかりつけ医連携薬剤調整加算 かかりつけ医との薬剤（減薬）の情報共有

運営基準 口腔衛生の管理 歯科医師又は指示を受けた歯科衛生士からの技術的助言・指導（年２回）

加算 口腔衛生管理加算 歯科医師又は指示を受けた歯科衛生士による入所者の口腔衛生管理の実施（月２回）

加算 退所時栄養情報連携加算 退所先の医療機関へ栄養管理の情報を提供

加算 再入所時栄養連携加算
医療機関のカンファレンス等に同席し、医療機関の管理栄養士と連携して計画をたて
る

そ
の
他

加算 （短期）総合医学管理加算（医療ショート） かかりつけ医からの紹介及び情報提供

加算 （短期・訪問リハ）口腔連携強化加算 歯科医療機関とケアマネへの情報提供

運営基準 （通所リハ・訪問リハ）医療機関のリハ計画書の受取義務化 入院中に医療機関で作成したリハ計画書を入手する

加算 （通所リハ・訪問リハ）退院時共同指導加算 退院前のカンファレンスに参加し共同で指導を行う

ますます医療機関等との連携が求められている
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加算算定率
全体平均 超強化型 在宅強化型 加算型 基本型 その他型

1234 469 145 400 195 14

初期加算（Ⅰ） 36.5% 44.1% 39.3% 30.3% 30.3% 35.7%

初期加算（Ⅱ） 88.2% 91.7% 86.2% 87.5% 83.1% 71.4%

退所時栄養情報連携加算 26.3% 25.6% 20.7% 29.8% 28.7% 0.0%

退所時情報提供加算（Ⅰ） 84.1% 91.3% 87.6% 86.3% 69.2% 0.0%

退所時情報提供加算（Ⅱ） 69.6% 75.7% 69.7% 67.5% 64.6% 7.1%

協力医療機関連携加算（Ⅰ）※ 62.4% 73.6% 62.1% 58.8% 46.7% 28.6%

協力医療機関連携加算（Ⅱ）※ 4.3% 4.8% 7.3% 4.2% 2.9% 0.0%

かかりつけ医連携薬剤調整加算(Ⅰ)イ 13.0% 22.8% 7.6% 9.3% 3.1% 0.0%

かかりつけ医連携薬剤調整加算(Ⅰ)ロ 9.5% 14.9% 7.6% 7.3% 3.6% 0.0%

かかりつけ医連携薬剤調整加算(Ⅱ) 12.2% 20.7% 9.7% 8.0% 3.6% 0.0%

かかりつけ医連携薬剤調整加算(Ⅲ） 9.4% 16.6% 7.6% 5.8% 2.1% 0.0%

高齢者施設等感染対策向上加算(Ⅰ） 40.8% 56.3% 37.2% 33.5% 23.1% 14.3%

高齢者施設等感染対策向上加算(Ⅱ） 34.8% 49.5% 33.8% 26.8% 19.5% 7.1%

【令和６年度介護報酬改定後の新加算等の算定状況調査】

調査時期：2024年10月2⽇～10月31⽇

※ 併算定不可
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軽度の医療ニーズのある在宅高齢者の受け入れ促進

計画的に



医療から老健施設への流れ（イメージ）

有床診療所
（一部を除く） 自宅

居住系
介護施設

地域包括医療病棟

地域包括ケア病棟

回復期リハ病棟

在宅復帰率
80％以上

在宅復帰率
入院料・管理料１及び２ 72.5%以上
入院料・管理料３及び４ 70％以上

在宅復帰率
入院料１～４ 70%以上

介護老人保健施設
（一部を除く）

介護老人保健施設
（一部を除く）

有床診療所
（一部を除く）

在宅復帰率
80%以上

急性期一般入院料１

（在宅強化型以上１／２カウント）

（基本型以上 ）

（医療ショートなど）

30

※全老健にて作図
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新たな地域医療構想等に関する検討会
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構成員に初めて介護団体が入った

は全老健役員

年末に最終まとめ（予定）
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①【上流（医療） ⇒ 下流（介護）への流れについて】

医療機関側において老健施設の医療提供機能等が充分に認知さ
れていない実態がある。

特に･･･

1）認知症短期集中リハビリテーションを提供していること。

2）老健施設の総合医学管理加算（医療ショート）を利用す
ることにより、軽度の医療ニーズに対応できること。

3）老健施設は稼働率は平均80％台であり、ほぼ常に受け入
れが可能であること。

4）老健施設において多くの看取りが行われていること。
（看取り目的の入所も可能であること）

など

第４回新たな地域医療構想に関する 関係団体・有識者ヒアリング （令和６年５月２７⽇開催）



認知症を合併症している要介護高齢者が、本人・家族の希望を事前
に確認することなく救急搬送されている実態がある（トリアージが
できていない）

≪救急搬送問題≫
① 老健施設等の高齢者施設において、事前にどの程度の医

療提供を希望するかの意思確認（プレターミナルＡＣＰ）
が出来ていれば不要な救急搬送が減る。

② 在宅の要介護高齢者においても、プレターミナルＡＣＰ
を行うことによって、在宅のまま医療提供を受けるのか、
救急搬送するのかがトリアージできる（老健施設の医療
ショートも選択肢のひとつ）。

※ 本人・家族が望まないような過度な医療提供を防ぐためにも、
どこまでの医療を求めるのかを事前に明確にしておくことが重要 34

②【下流（介護） ⇒ 上流（医療）への流れについて】

第４回新たな地域医療構想に関する 関係団体・有識者ヒアリング （令和６年５月２７⽇開催）
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（医療・介護の複合ニーズへの対応）

2040年頃には、人材が圧倒的に不足する。
これからは医療介護の枠を超えて、役割分担をして、
全体で支えることが必要だと考える。

● 医療機関では治療を最優先とし、リハビリを行うことで
生活機能の維持を図りつつも、一定程度の生活機能

（特に認知機能）の悪化は致し方ない。

☞ 一刻も早くリハビリ機能を充分にもつ老健施設へつなぐ
（送る）ことが効果的である。

● 軽度の医療ニーズについては、救急搬送等により医療機関
を受診するだけではなく、老健施設の医療ショートを活用
していくことも必要と考える。

☞ そのことにより、生活機能を維持しつつ治療が行え、
生活の場に早く復帰させることができる。

第４回新たな地域医療構想に関する 関係団体・有識者ヒアリング （令和６年５月２７⽇開催）
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在宅要介護高齢者のトリアージ

在
宅
要
介
護
高
齢
者 軽度の医療ニーズ

中等度の医療ニーズ

重度の医療ニーズ
急性期一般病棟

地域包括医療病棟

地域包括ケア病棟

医療ショート
（老健施設）

第４回新たな地域医療構想に関する 関係団体・有識者ヒアリング （令和６年５月２７⽇開催）
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『診療所：かかりつけ医』 と 『老健施設』 の関わり

介護老人保健施設

入所

通所リハビリ

訪問リハビリ

ショート

在宅要介護高齢者

診療所

①一時的にADL悪化

①‘老健入所でリハ

②認知症が悪化

②‘老健入所で
認知症短期集中リハ

③老老介護で介護者の入院等

③‘老健入所で
レスパイト

④在宅医療で診ている方に
在宅介護が必要となる

④‘老健で通リハ・訪リハ
ショート

馴染みの関係

在宅復帰・退所
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地域医療構想の主文のなかに初めて
『介護老人保健施設』という言葉が記載された

『地域医療構想調整会議』に介護関係者も参画

新たな地域医療構想に関するとりまとめ（案）
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『病院団体等』に全老健等も含まれる

『老人保健施設管理医師総合診療研修会』が
リカレント教育としての位置づけに

マッチングは公的な団体等で
【民間（紹介会社）に任せないように要望】

医師偏在対策に関するとりまとめ（案）
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2040年に向けた
サービス提供体制等のあり方検討会

ROKENくん
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『2040年に向けたサービス提供体制等のあり方』検討会

①『中山間・人口減少地域』②『都市部』③『一般市等』
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『2040年に向けたサービス提供体制等のあり方』検討会

第2回 2月 3日
第3回 2月10日



介護老人保健施設の定義

第８条 （定義）
介護老人保健施設とは、要介護者であって、主としてその心身の機能の維持回
復を図り、居宅における生活を営むための支援を必要とする者に対し、施設サー
ビス計画に基づいて、看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他
必要な医療並びに日常生活上の世話を行うことを目的とする施設

【 根拠法 】 介護保険法

第８条 （定義）
介護老人保健施設とは、要介護者に対し、施設サービス計画に基づいて、看
護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常
生活上の世話を行うことを目的とする施設

改正 （平成２９年６月２日公布）

【 省令 】
(基本方針)
第一条 介護老人保健施設は、施設サービス計画に基づいて、看護、医学的管理の下における
介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うことにより、入所者がそ

の有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるようにすることとともに、その者の
居宅における生活への復帰を目指すものでなければならない。

介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準 （厚生省令第４０号）
（平成１１年３月３１日）
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○在宅支援・在宅復帰のための地域拠点となる施設
○リハビリテーションを提供する機能維持・回復の役割を担う施設

※老健施設が持つ

「在宅支援」機能

介護老人保健施設 介護医療院
介護老人福祉施設

（特別養護老人ホーム）

概要

リハビリ等を提供し、

在宅支援・在宅復帰
のための施設

長期療養・生活施設 生活施設

根拠法

介護保険法
（介護老人保健施設）

介護保険法
（介護医療院）

介護保険法
（介護老人福祉施設）

老人福祉法
（特別養護老人ホーム）医療法：医療提供施設 医療法：医療提供施設

①入所サービス
②短期入所療養介護
③通所リハビリテーション
④訪問リハビリテーション

これまでは運営基準（厚生省令第４０号）により、老健施設の「在宅復帰」が定義付けられていたが、
今回の改正において、上位概念である介護保険法（根拠法）によって、「在宅支援」が明示された。

【介護保険施設の比較】

44
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『2040年に向けたサービス提供体制等のあり方』検討会

老健施設の定義（在宅支援）の明確化（平成29（2017）年公布）

新たな地域医療構想における老健施設の役割（令和6（2024）年取り纏め）
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『2040年に向けたサービス提供体制等のあり方』検討会

2040年を見据えた地域包括ケアシステムの姿に改訂へ！

老健施設の位置付け



令和７年２月１０⽇

「2040年に向けたサービス提供体制等のあり方」検討会

介護現場における
生産性向上の取組

医療法人緑の風介護老人保健施設いこいの森

理事長 東 憲 太 郎
47



ただICTツールを導入するだけでは運用改革は成し得ない

ICT

記録業務

見守り

家族･職員間連携

ナースコール

ベッドメイキング

清掃 物品補充

配膳 下膳 等

周辺業務

両輪

介護現場における生産性向上の取り組みは・・・

両輪で得られる効果

介護職員の記録業務等の削減
↓

利用者への直接的ケアが増加
↓

ケアの質向上

48

介護職員の残業削減
↓
職員の

ワークライフバランス

介護助手の雇用
↓

元気高齢者の生きがい

介護助手
（タスクシフト）



起床
①ポータブルトイレ・尿器等の洗浄、片付け
②フロア換気などの環境整備 等

食事

①エプロンかけ、自助具の用意、おしぼり配り
②テーブルの名札、足置きの回収
③配膳台車の返却 ④テーブル拭き・食後床清掃
⑤エプロンの洗濯 ⑥自助具洗い・消毒 等

入浴

①風呂に湯を張る ②風呂場の清掃
③物品補充（シャンプー、石鹸、衛生用品等）
④浴室準備（タオル類、衣服）
⑤タオル類の洗濯・乾燥・片付け 等

その他

①居室の清掃・ゴミ回収 ②手摺拭き
③汚物回収 ④加湿器の水補給
⑤ポータブルトイレ清掃・消毒
⑥トイレ清掃・トイレットペーパー補充
⑦各種物品補充 等

49

資格・年齢・体力・興味等によって
振り分けている

介護助手が担う周辺業務 （業務の切り分け）



介護助手導入前後の比較＜入所職員推移表と残業時間＞
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正・準社員 介護助手 パートタイマー

いこいの森では、現在23人の介護助手が働いている
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ICT化・DX化後のいこいの森

デジタル運用

薬剤管理

HitomeQ
コネクト

R4・LIFE

ケアカルテ

請求

ケアカルテ

申し送り
インカム

ケアカルテ

ハナスト

記録

ケアカルテ

ハナスト

見守り
ナースコール

HitomeQ
ケアサポート

1.医療機関連携
2.家族連絡
（ケアプラン等

の同意）

（音声入力）
コニカミノルタ

楽くすり
（レゾナ）

51

一気通貫

＋

タスクシフト
（介護助手）



現場風景の違い

• ICTを導入することで記録、巡視、連絡を中心とした業務の軽減効果が生まれた

• ケアや見守りの時間が増加している

ハナスト・ケアカルテの効果

ICT導入前 ICT導入後

52



HitomeQケアサポート（クラウドによるデータ収集とプライバシー管理）
（AIを駆使した）

53

（AI）

センサー

（ドップラー） （ 画像 ）

（ナースコール）

カメラ



画 像 バイタルセンサー
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HitomeQケアサポートでの環境作り

通知やLIVE映像を確認して訪室判断

巡視削減、安全な居室環境の設定が可能

再発防止

訪室判断
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職員間連絡網
ＢＣＰ

医療機関との
連絡網

家族との
連絡網

リハ計画書連絡・問い合わせ
面会予約

・定期的な会議
・空床情報

押印不要
サインレス

HitomeQコネクト （LINEを用いたツール・セキュリティーを担保）

職員間の連絡網として活用（ＢＣＰ）
施設と家族間の連絡網として活用（ケアプラン・リハ計画書・その他連絡）
施設と医療機関の連絡網として活用

・協力医療機関との定期的（月１回程度）な会議
・空床情報の開示
・リハ計画書の受け取り

（HitomeQコネクトのアプリは、医療機関に無料配布予定）

押印不要
サインレス

ケアプラン
リハ計画書
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カメラ・ＡＩ ナースコール

インカム

職員間の連絡

利用者との会話もできる
まずは画像で確認も

記録

音声入力

インシデントをＡＩが判断して通知
（必要に応じて画像チェックも可）

57

スマホを中心とした情報の一元化



DXがもたらした効果（導入後約半年の時点）

• 記録業務60％以上削減

• 居室環境の見直し

• 夜勤業務の負担減

（巡視70％減）
（仮眠0時間⇒１.５時間に）

• 家族へのスムーズな連絡

• 同意が早くもらえる

（サインレス、押印なし）

• 利用者とのかかわり増

• 情報共有の効率化・質向上

• ペーパーレス

• 就職希望の魅力になる

• 離職を防ぐ
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導入前後の記録時間の比較

平均で60％以上の削減効果あり！
60

50

40

30

20

10

0

記
録
時
間
総
数

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

2022年 2023年
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【職員アンケート】 入所介護 30名 (正社員20名、準社員8名、パート2名)

はい
66.7％

いいえ
6.7%

わからない
26.7％ 0～15分

10.0％

45～60分
10.0％

60分以上
5.0％

15～30分
40.0％

30～45分
35.0％

＜記録業務が軽減したと思うか＞ ＜1日にどのくらいの時間が軽減されたか＞

導入のエビデンス

はい
53.3％

わからない
36.7％

いいえ
10.0％

15～30分
50.0%

30～45分
25.0％

45～60分
12.5％

＜利用者と関わる時間は増えたか＞ ＜1日にどのくらい関わる時間が増えたか＞

0～15分
12.5％
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61ROKENくん

介護ロボット・ＩＣＴ導入支援事業

導入コスト支援



地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）

令和６年度 介護テクノロジー導入支援事業
※これまでの『介護ロボット導入支援事業』『ICT導入支援事業』

の発展的な見直し

都道府県で唯一、三重県が補助率４／５

● 上記の介護ロボットやICT等を活用するためのICTリテラシー習得に必要な経費

62

（※）一定の要件を満たす場合は3/4，それ以外は1/2

（※）

（※）
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11/22 令和６年度補正予算閣議決定（12/17 国会可決成立）

806億円 200億円 97.8億円
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LIFEを活用した質の高い介護

ROKENくん
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77.7%
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令和６年度介護報酬改定の議論
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令和６年度介護報酬改定におけるLIFEの見直しのポイント①

【自立支援促進加算の見直し】

改変① 【支援実績】の項目の整理

＝ 削除された項目

令和３年度 令和６年度
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令和６年度介護報酬改定におけるLIFEの見直しのポイント①

【自立支援促進加算の見直し】
改変② 老健施設においては、ＩＣＦステージングが必須項目となり、

報酬単価も高く設定（老健施設のみ300単位/月・他は280単位/月 ）

ステージ 状態 状態のイメージ

行っている ↑

行っていない ↓

している ↑

していない ↓

している ↑

していない ↓

している ↑

していない ↓

電話を掛けた（e-mail、
手紙等含む。相手から掛
かってくるのは除く）。

外出

施設外に外出した
（親族・知人を訪ね
る目的で）。

身近な人
との会話

4

通信機器を用いて自ら連絡を
取ることは行なっていないが、
援助があっての外出はしてい
る。

外出はしていないが、親族・友
人の訪問を受け会話している。

3

施設職員や家族などと会
話した。

友人との
会話

職員や家族以外の友人・
知人と会話した。

通信機器
を用いて

の
交流

1
会話がない、していない、でき
ない。

5
情報伝達手段を用いて交流を
行っている。

2
近所づきあいはしていないが、
施設利用者や家族と会話はし
ている。

交流※

※
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【８７歳／女性】
要介護度3
障害自立度：B1
認知症自立度：Ⅲb

主な病歴 ：慢性心不全
左大腿骨頚部骨折
認知症／大動脈解離・脳動脈瘤

屋内でする程度のこ
とはしている。

食べこぼしせず、上手に
食べることを行っている。

食べこぼししながらも、何とか自
分で食べることを行っている。

短期集中リハビリの実施により
短期間で身体機能が改善、意欲も向上 ⇒ 在宅復帰

一人でテレビを楽しんでいる。

１ヶ月後
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別紙様式７別添
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令和4 年度老人保健健康増進等事業「介護老人保健施設における効果的なリハビリテーションのための評価
指標にかかる研究」にて、ICFステージングとBarthel Index（BI）の評価指標について検証したところ、介
入群における改善・悪化に対する敏感度（Sensitivity）は、BIよりICFステージングの方が高いという結果で
あった。

老健施設で活用されている評価指標について

ＩＣＦステージング Barthel Index

改善の感度 74.6％ 69.9％

悪化の感度 70.0％ 64.3％

38.2%

51.7%
47.1%

30.4%

23.0% 21.4%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

全体 超強化型 在宅強化型 加算型 基本型 その他型

ICFステージングの活用

２０２２年介護老人保健施設の現状と地域特性等に関する調査
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〇生活・認知機能尺度【別紙様式3】を活用した評価を実施すること

〇I C F ステージング（※） 【別紙様式５】を活用すること

別紙様式２

令和６年度介護報酬改定におけるLIFEの見直しのポイント②

【科学的介護推進体制加算の見直し】
改変① 生活・認知機能尺度が必須項目として導入

（DBD13は一部必須項目があったが全て任意項目と整理）

改変② ＩＣＦステージングが任意項目として導入

∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼

∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼

∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼∼

任意項目については、
加算に紐づけられている項目もある



74科学的介護情報システム（LIFE）関連加算に関する基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について 別紙様式3

令和６年度介護報酬改定におけるLIFEの見直しのポイント②
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令和６年度介護報酬改定におけるLIFEの見直しのポイント②

近
時
記
憶
（
物
を
置
い
た
場
所
）

近
時
記
憶
（
出
来
事
）

見
当
識

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
（
会
話
）

遂
行
機
能
（
服
薬
）

遂
行
機
能
（
更
衣
）

遂
行
機
能
（
家
電
操
作
）

生活・認知機能尺度 事前質問（意識レベル）

事前質問（みまもりの必要性）

⑥⑤④③②① ①
-1 -2

低高 機 能 低高 機 能
5 3 1 5 3 1
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ご静聴ありがとうございました。

ROKENくん


